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災害時におけるZEHのレジリエンス 
―アンケートデータと傾向スコアによる因果効果の分析― 

Disaster Resilience of ZEH: 
Causal Effect Analyses by Questionnaire Survey Data and Propensity Score 
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要旨 

近年、住宅の省エネ促進のためにNet Zero Energy House（ZEH）の導入が進められている。本稿では

ZEHやその要素であるPV・蓄電池が停電時のレジリエンスを高めるのかどうかを明らかにするために、

過去に停電を経験した世帯に対するインタビュー調査やアンケート調査を行い、その因果効果を、他の

要因のバイアスを補正する手法である傾向スコア調整法を用いて分析した。その結果、停電時の困りご

ととして、室温を調整したい、食事をしたい、情報が欲しいといったニーズがあることや、ZEH居住者

やPV・蓄電池等の保有者は在宅避難への不安が軽減され、停電時に家電を使用でき、不便さが緩和され

ていることが示された。アンケートの単純比較だけでは停電時の不便さにZEHが及ぼす影響を明らかに

できなかったが、傾向スコアを用いることによりはじめて統計的に確認できた。 

 

1. はじめに 

1.1. 背景 
近年、自然災害による大規模な停電などが相次いで発生してきており、レジリエンス1)に対する関心が高

まってきている。災害などによるエネルギー供給途絶時・停電時に、住宅でできるだけ安全・安心・快適

に過ごすためには、非常食の確保などの日頃の備えだけでなく、太陽光発電（PV）や蓄電池の設置なども

対策として挙げられる。さらに、我が国で導入が進められているNet Zero Energy House（ZEH）については、

その便益として、光熱費を安く抑えることができる経済性、高断熱による快適・健康性に加え、レジリエ

ンスが高いことが挙げられている（資源エネルギー庁Webサイト）。 
PV・蓄電池・ZEHなどの機器や住宅の普及には、その便益を評価し、訴求していくことが必要である。

環境性や経済性はエネルギー使用量等をもとに評価しやすいのに対し、レジリエンスの評価には課題もあ

り、適切な手法を用いて便益に関する知見を蓄積していくことが、政策的な視点からも、普及を行う事業

者の視点からも不可欠である。 

1.2. 先行研究 
PVや蓄電池、ZEHなどがレジリエンスを実際に高めるのかどうかを把握するため、機器の出力や家電の

電気使用量などから、災害時にどのくらい家電が使用可能かといったシミュレーションを行う研究がある

（稲葉他2021a, b; 金他2021など）。しかし、災害時のエネルギー利用のニーズは平常時と異なる可能性や、

様々なバリアによって思うように機器が利用できない可能性がある。そのため、実際の被災世帯の行動か

ら、機器や住宅のレジリエンスを明らかにすることも必要である。災害時のエネルギー利用のニーズを調

査したものとして、佐藤・村尾（2018）、稲垣・佐土原（2014）などがあり、ニーズの高いものとして医療

 
 

1) レジリエンスとは、ある主体が外的なショック（外力）を受けた時に、その影響を最小限にし、迅速にもとの状態にもどる能力の

ことを指して用いられる。エネルギー分野では、電力供給システムの外力への耐性や回復力（いわば供給側のレジリエンス）が評価

対象となることが多い。本稿では、災害などによるエネルギー供給途絶時・停電時に、住宅でできるだけ安全・安心・快適に過ごせ

る能力（いわば需要側のレジリエンス）を対象とする。 
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器具やスマートフォン、暖房器具などが挙げられている。向井他（2021）は、長期停電経験者が困窮度が

高いと感じたものは、冷蔵庫、スマホ・携帯電話、照明、テレビ、エアコン等であることを明らかにして

いる。安岡他（2022）も長期停電経験者へのインタビュー・アンケート調査から同様の傾向を得ており、

停電時の困りごとを「不快」「不安」「不便」に整理した上で、「不快」や「不安」に関するものが多いこと

を示した。また、朝野他（2012）は東日本大震災の被災世帯を調査し、震災による停電時のPV利用実態や

利用までのバリアを明らかにした。中野・小谷（2022）は2018年北海道胆振東部地震、2019年台風15号の

被災世帯を対象に調査し、PV・蓄電池等の電力が困窮度の高いものに使われている様子を明らかにしてい

る。 
しかし、実際の災害時の行動から、PV・蓄電池等の設備・機器や住宅性能がレジリエンスにもたらす因

果効果を明らかにしようとする場合、他の要因のバイアスがもたらす影響を考慮する必要がある。先行調

査例（朝野他2012、中野・小谷2022）には、因果効果を明らかにするような定量分析が含まれていない。 
すなわち、(1)災害時の行動に関する調査の中から、(2)因果効果を明らかにする定量分析を行う、という

2点を具備することに意義を見出すことができ、筆者の知る限りそうした研究は見当たらない。 

1.3. 因果効果の定量的な把握と傾向スコア調整法 
一般に、因果効果の定量的な把握のためには、ランダム化比較試験（RCT）が望ましいとされる。RCT

では、分析対象を処置群と対照群にランダムに割当てることにより、等質とみなされるサンプル群を作成

し、その群間比較を行うことにより因果効果を推定する。エネルギー分野でも、省エネアドバイスによる

効果検証（Mukai et al. 2021など）や情報提供による製品購入への効果検証（Allcott and Sweeney 2016など）

に用いられてきた。一方で、こうした介入実験が不可能な対象もあり、その場合には観察型研究も重要な

オプションになる。災害は実験的なアプローチが困難な対象の一つであり、観察型研究を適用するのが有

効と考えられる。 
観察型研究では、原因となる要因以外の条件がバランスしていないことがしばしばあり、原因となる要

因が結果に影響しているのか、その他の要因のバイアスが影響しているのかを判別できない。その場合に

は、バイアスを補正して結果を比較することにより因果関係を推定することが可能になる。傾向スコア調

整法はバイアス補正のための代表的な手法であり、エネルギー分野では西尾・向井（2016）など、 災害分

野では松川他（2019）などが用いている。本稿で扱うZEHは住宅性能が高く、居住者の所得も高いといっ

た特徴があるために、ZEH以外と単純に比較するとバイアスの影響を受けやすい。そのため、本稿の分析

のための手法として傾向スコアを用いることは適切である。 

1.4. 本研究のねらい 
そこで本稿では、ZEHやその要素であるPV・ 蓄電池等の設備・機器が停電時のレジリエンスを高める

かを明らかにするために、過去の停電を経験した世帯に対するインタビュー調査やアンケート調査を行い、

その因果効果を傾向スコア調整法を用いて評価する。インタビュー調査を事前に行い、分析対象者の意識

を定性的に捉えておくことで、アンケートで検証すべき仮説が明確になる。また、アンケートで得られた

結果を考察する際にもインタビューの結果が参考になるため、2つの調査を合わせて実施することで効果

的な分析が可能となる。なお、いずれの調査でも、近年建てられた新築戸建ての持ち家を対象としている。 
本稿は以下のように構成される。住宅のレジリエンスに関して実施したインタビュー調査結果を2章で、

アンケート調査結果を3章で述べる。3章ではさらに、アンケートのデータを用いて傾向スコア調整法によ

る因果効果の推定を行う。4章では得られた結果について考察する。 

2. 住宅のレジリエンスに関するインタビュー調査 

2.1. 実施要領 
インタビュー調査は表1の要領で2021年12月に実施した。対象者はスクリーニング調査により、築5年以

内の新築戸建て・持ち家・注文住宅（ZEHを優先）の居住者で、停電経験者を5名抽出した。全員がPVを保
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有しており、そのうち3名はZEH居住者、1名は家庭用蓄電池を保有していた。インタビュー対象者のプロ

フィールは表2のとおりである。5名の対象者に対し、1対1のオンラインデプスインタビュー（1人あたり1
時間）を実施した。 

表1 インタビュー調査の実施要領 

 
 

表2 インタビュー対象者プロフィール 

 

 

2.2. 結果 
インタビューからは、停電時に電気を使えることが不便・不安を軽減しており、PVや蓄電池の活用の有

効性が示唆された。具体的には、「停電時の困りごと・不安」「停電時に電気を使えることの便益」「停電時

に電気を使う上でのバリア」「停電時の在宅避難意向、EVの活用」について聴取し、以下の知見を得た（表

3）。 
まず、停電時の困りごと・不安として、室温を調整したい、食事をしたい、情報が欲しいといったニー

ズがある。また、停電時に電気を使えることの便益として、PVの自立運転機能で冷蔵庫が使えた[2]（[ ]内
は対象者番号）、停電への備えを一つの動機としてPVを導入し、安心感につながった[3, 4]、PVと蓄電池を

導入し、停電時に自動的に電気が使えるように設定をしていたため、テレビと冷蔵庫が使えた[4]、等の声

があった。 
停電時に電気を使う上でのバリアとしては、夜だったのでPVが発電していなかった[1]、PVは保有して

いるが、認識不足で自立運転機能を十分に活用できなかった時があった[2]、自立運転用コンセントが2階
なので使いにくかった[3]、蓄電池への関心はあるものの、高価格で性能も発展途上という認識で購入には

至らない[3]、普段の節電にも寄与すれば蓄電池の購入意向が高まる[2]、といった声が聞かれた。このこと

時期・方法 2021年12月4-7日、デプス方式（オンライン）、1時間

対象者 築5年以内の新築戸建て・持ち家・注文住宅（ZEHを優先）の居住者（5名）
• 停電を経験した世帯を抽出

調査項目
停電時の行動と、技術採用によるレジリエンス向上：
• 停電時の詳細経験（困りごと・不安）、機器利用実態（電気を使えることの便益、使う上でのバ

リア）
• 停電時の在宅避難意向、EVの活用意向

1 2 3 4 5
性別 男性 男性 女性 女性 女性
年齢 30代 40代 40代 30代 30代

同居家族 妻・子供と5人暮らし 妻・子供他と6人暮らし 夫・子供と5人暮らし 夫・子供と4人暮らし 夫・子供と4人暮らし
居住地 埼玉県 静岡県 茨城県 山梨県 長崎県

現住宅の建築時期 2018年 2017年 2020年 2019年 2020年

現住宅について
当てはまるものや保有して

いる設備
高断熱住宅である

太陽光発電を保有している 太陽光発電を保有している
ZEH

高断熱住宅である
太陽光発電を保有している

ZEH
高断熱住宅である

太陽光発電を保有している
家庭用蓄電池を保有している

ZEH
高断熱住宅である

太陽光発電を保有している

住宅メーカー その他 セキスイハイム タマホーム セキスイハイム その他

現住宅での停電経験 発電所火災で夏に6時間 台風で9月に1日弱 人的要因で冬に約半日 鉄塔落雷で6月に30分 台風で9月に約半日

被災時の困り事 暑さで子供寝れず/夕食準
備に電子レンジ使えず 状況わからず 子供の翌夕食準備。冷蔵庫

心配
自動切替で困りごとなし。
夏場ならエアコン困っていた 復旧情報知りたかった

被災時の不安 復旧わからず/冷蔵庫 冷蔵庫の不安大きい 原因がわからない不安 特になし 冷蔵庫は開けない

PV自立運転の利用 ×夜間で使えず ×(19年は偶然利用) ×切迫しておらず 自動切替(冷蔵庫/テレビ) ×小型機器用と思っていた

自立運転の認知 ○試用あり × ○ ○ ○試したことなし

コンセント位置の認知 ○ ○認知ありだが当時は用途不
明

○2階なので、1階家電利用は
無理 ○リビングの壁の高い位置 △2階のPVパネル内、高くて踏

み台や延長コード必要

停電時在宅避難意
向 1日なら想定 電気があれば可能 2～3日なら 在宅避難念頭に新築 断水なしなら2～3日

在宅避難に必要な機
器

蓄電池。機器より食品備蓄が
重要 蓄電池 食料/懐中電灯。今後は蓄電

池も検討 PVと蓄電池 断水していないこと。蓄電池への
関心は高まった

EVへの関心 ー 蓄電池として購入検討したが、
予算合わず断念

現時点では停電対策にならない。
蓄電池兼用に関心はあり 今の蓄電池で満足 EV＝蓄電池代わりはなし
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から、蓄電池は防災対策の強化につながると示唆される。 
停電などの災害時に自宅の安全が確保され、電気なども十分に使えるのであれば、避難所に移動するよ

りも自宅で過ごす方（在宅避難）がよいと考えることもできる。停電時の在宅避難意向を聴取すると、倒

壊/水害/断水等がなければ1～3日の在宅避難をする意向があり、蓄電池の保有有無は在宅避難意向に影響

する[1, 2]、PVと蓄電池を保有しており、在宅避難を前提に新築した[4]、などの声が聞かれた。また、停電

時に自宅でエネルギーを利用できる手段としてのEVにも着目し、その関心について聴取すると、EVを災

害対策用に検討したが、予算が見合わず断念した[2]、EVが蓄電池も兼ねられるのなら今後関心がある[3]、
EVを蓄電池として活用できることの認識がない[5]、といった声が聞かれた。このことから、蓄電池さらに

はEVが活用できれば、在宅避難の可能性が高まることが示唆される。 
以上、インタビューでは、PVや蓄電池などの機器を保有することで停電時の不安や不便さが軽減される

との声がある一方、実際の使用には一定のバリアがあることがわかった。そのため、実際にレジリエンス

に寄与しているのかは、アンケート調査により統計的に明らかにする必要がある。 
 

表3 インタビュー調査から得られた主な内容 

 

3. 住宅のレジリエンスに関するアンケート調査：傾向スコアによるバイアス補正 

3.1. アンケート調査実施要領 
表4に示す要領で2021年12月に、築4年以内の新築戸建て・持ち家・注文住宅の居住者に対するアンケー

ト調査を実施した。アンケート調査対象者5,152名のうち、現在の住まいにおいて停電経験のある居住者は

4,663名2 )、PV保有者は2,340名、蓄電池保有者は847名3 )、停電経験のある居住者のうち910名はZEH居住者

であった。 
 

 
 

2) スクリーニング調査で停電経験のある居住者に限定して可能な限り回収した後、条件を緩和し、経験のない居住者も含めた。 
3) 令和 2 年度家庭部門の CO2排出実態統計調査（環境省 2022）では、2016 年以降に建築された戸建住宅で 3 割が PV を保有し、1 割

が蓄電池（家庭用蓄電システム）を保有していると報告されている。本調査では持ち家・注文住宅に対象を絞っていることから、そ

の比率が若干高くなっていると推測される。 

【停電時に電気を使えることの便益】

【停電時に電気を使う上でのバリア】

【停電時の困りごと・不安】

・夜だったのでPVが発電していなかった[1]
・PVは保有しているが、認識不足で自立運転機能を十分に活用できなかった[2]
・自立運転用コンセントが2階なので使いにくかった[3]
・蓄電池への関心はあるものの高価格、性能も発展途上という認識で、購入には至らない[3]。普段の節電にも寄与すれば、蓄電池の
購入意向高まる[2]
→蓄電池は防災対策の強化につながる

・室温を調整したい、食事をしたい、情報が欲しいといったニーズがある

・PVの自立運転機能で冷蔵庫が使えた[2]
・停電への備えを一つの動機としてPVを導入し、安心感につながった[3,4]
・PVと蓄電池を導入し、停電時に自動的に電気が使えるように設定をしていたため、テレビと冷蔵庫が使えた [4]

【停電時の在宅避難意向、EVの活用】

・倒壊/水害/断水などがなければ、1～3日の在宅避難意向あり
・蓄電池の保有有無は在宅避難意向に影響[1,2]
・PVと蓄電池を保有しており、在宅避難を前提に新築[4]
・EVを災害対策用に検討も、予算が見合わず断念[2]。EVが蓄電池も兼ねられるのなら、今後関心あり[3]。EVを蓄電池として活用で
きることの認識なし[5]
→蓄電池さらにはEVが活用できれば、在宅避難の可能性が高まる ※[ ]内は対象者番号
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表4 アンケート調査の実施要領 

  
 

3.2. アンケートデータの単純比較 

3.2.1. 在宅避難への不安の引越前後の変化 
はじめに、アンケートデータの単純比較から、保有する設備や住宅種類とレジリエンスへの影響を概観

する。まず、在宅避難への不安の引越前後の変化の集計結果を確認する。「災害時に長時間の停電が生じた

際にご自宅で生活（在宅避難）することを想像した際の不安感は、いまのお住まいに引っ越す（住み替え

る）前と後で変化はありましたか？」との問いに対し、「いまの家のほうが非常に安心して在宅避難できる」

「いまの家のほうがやや安心して在宅避難できる」の比率の合計は、PV、家庭用蓄電池、家庭用燃料電池、

EV・PHEV（Plug-in Hybrid Electric Vehicle）、VtoH（Vehicle-to-Home）機器の保有者や、ZEH、オール電化

住宅の該当者が、それぞれの非保有者／非該当者に比べて高い（図1）。このことから、これらの機器や性

能を備えた住宅に住むことで、在宅避難への不安の軽減につながる傾向が見られる。 
 

 

図1 アンケートデータの単純比較：在宅避難への不安の引越前後の変化 

 

3.2.2. 停電時の不便さ 
実際に経験した停電時の不便さについての集計結果は次の通りである。「いまのお住まいで停電を経験

された際の不便さについて、もっとも当てはまるものを一つお選びください」との問いに対し、「非常に不

便を感じた」の比率は、PV、家庭用蓄電池保有者の方が非保有者に比べて低いといった傾向が見られる（図

2）。一方、ここでの集計結果からは、ZEH該当者やオール電化住宅該当者については明確な差は見られず、

EVやVtoHについては逆の傾向も観察される。ただし、機器保有の影響は複合的であり、不便さの感じ方は

経験した停電事象の長さなどにもよるため、正確な理解のためには詳細分析が必要である。 

時期・方法 2021年12月、Web回答方式、45問程度
対象者 築4年以内の新築戸建て・持ち家・注文住宅の居住者（5,152名）

調査項目
• PV・蓄電池・ZEH等の採用状況
• 停電時行動：機器利用実態、不便さ、不安感

など

0% 20% 40% 60% 80% 100%

PV 保有者(2340)
非保有者(2812)

家庭用蓄電池 保有者(847)
非保有者(4305)

家庭用燃料電池 保有者(649)
非保有者(4503)

EV・PHEV 保有者(444)
非保有者(4708)

VtoH機器 保有者(139)
非保有者(5013)

ZEH 該当者(968)
非該当者(4184)

オール電化住宅 該当者(2847)
非該当者(2305)

いまの家の方が非常に安心して在宅避難できる いまの家の方がやや安心して在宅避難できる
引っ越す(住み替える)前と後で変わらない 前の家の方がやや安心して在宅避難できた
前の家の方が非常に安心して在宅避難できた
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注：停電経験のある居住者のみが対象 

図2 アンケートデータの単純比較：停電時の不便さ 

 

3.2.3. 停電時の家電使用 
停電時の不便さを詳細に見るため、家電機器の例として、停電時に使用ニーズの高い冷蔵庫を取り上げ、

その使用率を把握する。「停電発生から復電するまでの間、次の設備・機器等の使用を試みましたか？」と

の問いに対し、PV、家庭用蓄電池、家庭用燃料電池、EV・PHEV、VtoH機器、のそれぞれの保有者は非保

有者と比べて、また、ZEH該当者は非該当者と比べて、「実際に使った4)」の比率が高い（図3）。このこと

から、取り上げた機器の保有者やZEH居住者は、家電機器を使用できるようになることで、不便さ軽減に

つながる可能性がうかがえた。ただし、冷蔵庫の使用については、回答者によって捉え方が異なる可能性

もあり、結果の解釈には注意が必要である。 
なお、「実際に使った」の比率はPV保有者でも23%、家庭用蓄電池保有者でも35%にとどまっている。こ

の理由の一つは、「使用を試みなかった」を選択した比率が高いことが挙げられる。PVの場合は、夜間や

天候が悪い場合などは発電しないため、使用を試みなかった可能性が考えられる。さらに、「使用を試みた

が使えなかった」の比率もPV保有者で21%、家庭用蓄電池保有者で24%いる。調査では、何らかの家電に

ついて「使用を試みたが使えなかった」と回答した人に、その理由を尋ねているが、PVや蓄電池の発電・

給電量が不足していた、PVや蓄電池に不具合が生じた、家電が壊れていた、などを挙げた人がいた。 
また、「実際に使った」比率がPV非保有者でも11%、家庭用蓄電池非保有者でも13%に上ることは注意し

て解釈する必要がある。一つの可能性として、その他の代替的な手段で電力を確保した可能性が考えられ

る5)。一方、調査の意図とは反し、電気は通っていなくても冷蔵庫の中のものを取り出したという人も一部

交じる可能性は否定できない。 
 

 
 

4) 「冷蔵庫は、電気が通って冷やせる状態になることを、「使用」と考えてください。」という注意書きを付けたため、例えば、通電

はしていないが中身を取り出した、という場合は「不使用」と調査上では想定した。 
5)   PV 非保有者（2,514 名）のうち、6%（160 名）は家庭用蓄電池、9%（214 名）は家庭用燃料電池（エネファーム）を保有していた。

また、家庭用蓄電池非保有者（3,865 名）のうち、39%（1,511 名）は PV、9%（358 名)は家庭用燃料電池（エネファーム）を保有し

ていた。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

PV 保有者(2149)
非保有者(2514)

家庭用蓄電池 保有者(798)
非保有者(3865)

家庭用燃料電池 保有者(619)
非保有者(4044)

EV・PHEV 保有者(425)
非保有者(4238)

VtoH機器 保有者(137)
非保有者(4526)

ZEH 該当者(910)
非該当者(3753)

オール電化住宅 該当者(2592)
非該当者(2071)

非常に不便を感じた やや不便を感じた
どちらでもない あまり不便を感じなかった
まったく不便を感じなかった
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注：停電経験のある居住者のみが対象 

図3 アンケートデータの単純比較：停電時の家電機器使用（冷蔵庫を例として） 

 

3.3. 傾向スコア調整法の手法 
アンケートの単純比較からは、PVや蓄電池の保有者の方が、非保有者に比べて停電時の不安・不便さが

軽減されている可能性がうかがえた。しかし、これらの技術の採用者は所得が高いなど、比較対象の属性

にバイアスがある場合、技術の採用が不安や不便さに因果効果をもたらしているかどうか、単純比較から

判断することはできない。傾向スコア調整法はそのバイアスを補正し、対象となる各群を仮想的に比較可

能にするための手法である。 
図4は傾向スコア調整法の概念図を示している。原因となる介入を受けた群を処置群、介入を受けなかっ

た群を対照群と呼ぶ。また、処置群と対照群を分ける変数を処理変数(zi)と呼ぶ。ziは処置群に割当てられ

た時に1、対照群に割当てられた時に0を取る。本稿において処理変数にはPV・蓄電池等の様々な機器や、

ZEHの採用有無が当てはまる。結果を表す変数を結果変数(yi)と呼び、本稿においては停電時の不便さ等が

当てはまる。住宅・世帯属性など、処理変数と結果変数の両方に影響を及ぼす変数を共変量(xi)と呼ぶ。 
ルービンによる因果効果の推定の考え方にもとづくと、潜在的な結果変数（potential outcomes）の定義が

必要である（Rubin 1974）。潜在的な結果変数は、各群に仮に割当てられたとした場合の仮想的な結果変数

である。ここで、仮に処置群に割当てられた時の結果変数をy1(サンプルiについてはyi1)、仮に対照群に割当

てられた時の結果変数をy0(サンプルiについてはyi0)と表記する。また、実際に観測される結果変数yiは式(1)
のように書ける。 

𝑦𝑦𝑖𝑖 = 𝑧𝑧𝑖𝑖𝑦𝑦𝑖𝑖1 + (1 − 𝑧𝑧𝑖𝑖)𝑦𝑦𝑖𝑖0                              (1) 
 

このとき、サンプルiにおける因果効果は𝑦𝑦𝑖𝑖1 − 𝑦𝑦𝑖𝑖0と定義できるものの、実際にはどちらかの群にのみ割

当てられるため、yi1とyi0のいずれかは観測できない。ランダム化比較試験のように、もし割当が無作為に

行われるのであれば、ziと結果変数(y1, y0)は独立となるため、因果効果の期待値は以下のように求めること

ができる。 
𝐸𝐸(𝑦𝑦1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0) = 𝐸𝐸(𝑦𝑦1|𝑧𝑧 = 1) − 𝐸𝐸(𝑦𝑦0|𝑧𝑧 = 0)                  (2) 

 
割当が無作為に行われない観察型研究では、ziと結果変数(y1, y0)は独立とならない。例えば、PV・蓄電池・

ZEH等を採用する世帯は所得水準が高く、他の停電時の対策もとることができているために停電時の不便

0% 20% 40% 60% 80% 100%

PV 保有者(2149)
非保有者(2514)

家庭用蓄電池 保有者(798)
非保有者(3865)

家庭用燃料電池 保有者(619)
非保有者(4044)

EV・PHEV 保有者(425)
非保有者(4238)

VtoH機器 保有者(137)
非保有者(4526)

ZEH 該当者(910)
非該当者(3753)

オール電化住宅 該当者(2592)
非該当者(2071)

冷蔵庫

実際に使った 使用を試みたが使えなかった
使用を試みなかった 設備・機器を保有していなかった



 

  － 85 － 電力経済研究 No.69（2023） 

さが軽減される、などの傾向がある可能性がある。この場合、技術を採用している群としていない群の間

で共変量の分布にバイアスがあることで、技術の採用有無による結果変数への因果効果を正しく推定でき

なくなる。傾向スコア調整法はそのバイアスを補正する。 
具体的には、まずサンプルiが処置群に割当てられる確率(p(zi=1|xi))を表す傾向スコア(ei)を推定する。傾

向スコアeiは式(3)のようなロジスティック回帰モデルで表されることが多い。次に、推定された傾向スコ

アの近いサンプル同士で比較したり（マッチング）、傾向スコアで結果変数を重み付けしたりすることで、

仮想的に処置群と対照群の処理変数以外の条件を同じとみなすことができ、処理変数による結果変数への

因果効果を推定できるようになる。本稿ではこのうち、各群に割当てられる確率の逆数により重み付け平

均する手法（Inverse Probability Weighting, IPW）を用いる6)。 
IPWでは、式(4)のように処置群、対照群の重み付け平均を求める。因果効果の推定にあたっては、重み

付けした結果変数を被説明変数とし、処理変数を説明変数として回帰分析し、処理変数が有意な結果を及

ぼしているかを確認する。 

𝑒𝑒𝑖𝑖 = 𝑝𝑝(𝑧𝑧𝑖𝑖 = 1|𝒙𝒙𝑖𝑖) = 1
1+exp (−𝜶𝜶𝑡𝑡𝒙𝒙𝒊𝒊)

                        (3) 

𝐸𝐸�(𝑦𝑦1) =
∑ 𝑧𝑧𝑖𝑖

𝑒𝑒𝑖𝑖
𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖

∑ 𝑧𝑧𝑖𝑖
𝑒𝑒𝑖𝑖𝑖𝑖

,𝐸𝐸�(𝑦𝑦0) =
∑ 1−𝑧𝑧𝑖𝑖

1−𝑒𝑒𝑖𝑖
𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖

∑ 1−𝑧𝑧𝑖𝑖
1−𝑒𝑒𝑖𝑖𝑖𝑖

                        (4) 

 

 

図4 傾向スコア調整法による因果効果の推定の考え方 

 

3.4. 傾向スコアの推定 

3.4.1. 変数の選択 
3.2節のアンケートの単純比較でとりあげた変数のうち、ここでは停電時の不便さについて明確な差が見

られなかったZEHの該当・非該当を処理変数として取り上げる。ZEHはほとんどの場合でPVを保有してお

り、蓄電池を導入すれば停電時にも自給自足が可能な住宅として期待が高いことからも、詳細に分析して

おく価値はある。 
結果変数としては、アンケートの単純比較でも扱った、在宅避難への不安の引越前後の変化、停電時の

不便さ、家電機器（冷蔵庫）の使用率の3項目を取り上げる。「災害時に長時間の停電が生じた際にご自宅

で生活（在宅避難）することを想像した際の不安感は、いまのお住まいに引っ越す（住み替える）前と後

で変化はありましたか？」との問いに対する5件法の選択肢から、1：「前の家のほうが非常に安心して在宅

避難できる」～5：「今の家のほうが非常に安心して在宅避難できる」とし、指数化したものを「在宅避難

への不安の引越前後の変化」とする。また、「いまのお住まいで停電を経験された際の不便さについて、も

っとも当てはまるものを一つお選びください。」との問いに対する5件法の選択肢から、1：「まったく不便

を感じなかった」～5：「非常に不便を感じた」とし、指数化したものを「停電時の不便さ」とする。さら

 
 

6)   IPW 推定は他の調整法（マッチングや層別解析）と比べて恣意性が低い等の利点が指摘されており、近年の適用事例が増えている

（星野 2009）。 

PV・蓄電池・ZEHなどの
採用有無

（処理変数）
停電時の不便さ
（結果変数）

住宅・世帯属性など
（共変量）

因果効果の推定

傾向スコアの推定

zi

xi

yi

ei
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に、「停電発生から復電するまでの間、次の設備・機器等の使用を試みましたか？」との問いに対し、冷蔵

庫を「実際に使った」と回答した人の比率を「使用率」とする。 
共変量としては、処理変数と結果変数の双方に影響するものを取り上げるべきであるとされている。ま

た、必ずしも処理変数に影響しなくても、結果変数と関係の深い変数は共変量に加えることが推奨されて

いる（星野 2009）。そこで、日頃の防災・停電対策への関心を5件法（1：まったく関心がない～5：非常に

関心がある）で尋ねた結果を指数化したもの、日頃の防災・停電対策として実施している具体的な対策を

示すダミー変数（「防災グッズを常備」「飲料水や生活用水を備蓄」）、家や設備の点検・メンテナンスをし

ているかどうかを5件法（1：まったくしていない～5：非常にしている）で尋ねた結果を指数化したものを

とりあげる。防災・停電対策に関心が高い世帯や実際に対策をとっている世帯では、ZEHの採用率も高い

可能性があるのと同時に、ZEH以外の様々な対策が停電時の不安や不便さに影響している可能性が考えら

れるためである。さらに、経験した停電の期間が長いほど感じた不便さが大きかった可能性があるため、

経験した停電の期間を表すダミー変数（基準：最大で2日以上）をとりあげる。その他、属性として、同居

人数、世帯年収のダミー変数（基準：200万円未満）、世帯主年齢、世帯主の最終学歴を表すダミー変数（基

準：中学校卒）、回答者本人の年齢、性別（男性）を表すダミー変数などを設定する。サンプルは過去に停

電を経験した世帯のみを対象（4,663サンプル）とする。 

3.4.2. 傾向スコア推定のためのロジスティック回帰モデル 
表5は傾向スコアを求めるロジスティック回帰モデルの推定結果を示している。「防災・停電対策への関

心」を表す変数（係数は0.21）や、日頃の防災・停電対策として「飲料水や生活用水を備蓄」するダミー変

数（同0.18）、「家や設備の点検・メンテナンス」の変数（同0.43）が有意で、係数が正値である。防災・停

電対策に関心があり、実際に日頃の対策や点検等を実施している人において、ZEHを採用することが多い

傾向にあることがうかがえる。 
加えて、世帯主の最終学歴として「高等専門学校卒」（係数は0.84）や「大学卒（文系）」（同1.00）、「大

学卒（理系）」（同1.01）を表すダミー変数が有意に正となっており、基準である中学校卒の人と比べてZEH
の採用率が高くなる傾向がうかがえる。さらに、世帯主年齢（同-0.03）、回答者年齢（同-0.03）の変数は有

意に負である。年齢が若いほど、将来にわたり住宅を使い続ける期間が長いなどのことから、ZEHを選択

することも多いと推測される。なお、停電期間を表すダミー変数は結果変数に影響するものとして入れて

いる。 
また、傾向スコアを推定した際の当てはまりの良さを表すC値7) は0.78、McFaddenの疑似決定係数は0.18

となる等、概ね良好な傾向を示している。傾向スコアを計算するモデルのフィットがよいことは、共変量

調整によって因果効果の推定が可能になるための条件（「強く無視できる割当」）が成立しているかどうか

を判別する一つの方法とされている（星野2009）。 
 

 
 

7) 近年の傾向スコアを用いた研究からは、C 値が 0.8 以上であることが一つの基準となっている（星野 2009）。 
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表5 傾向スコアを求めるロジスティック回帰モデルの推定結果 

 
注：***は1%、**は5%、*は10％水準で統計的有意 
  

変数 係数 標準誤差
防災・停電対策への関心 0.21 *** (0.06)
　（1：まったく関心がない～5：非常に関心がある）
日頃の防災・停電対策ダミー
　防災グッズを常備 0.07 (0.09)
　飲料水や生活用水を備蓄 0.18 ** (0.09)
家や設備の点検・メンテナンス 0.43 *** (0.05)
　（1：まったくしていない～5：非常にしている）
停電期間ダミー(基準：最大で2日以上)
　最大で丸1日 -0.34 ** (0.14)
　最大で半日～1日未満 -0.41 *** (0.14)
　最大で1時間～半日未満 -0.75 *** (0.13)
　 1時間未満 -1.02 *** (0.12)
世帯主の最終学歴ダミー(基準：中学校卒)
　高校卒 0.28 (0.43)
　専門学校・各種学校卒 0.44 (0.43)
　短大卒 0.72 (0.45)
　高等専門学校卒 0.84 * (0.45)
　大学卒（文系） 1.00 ** (0.42)
　大学卒（理系） 1.01 ** (0.42)
　大学院卒（文系） 0.80 (0.49)
　大学院卒（理系） 0.67 (0.44)
　その他 -9.51 (234.09)
同居人数(人) 0.01 (0.03)
世帯年収ダミー(基準：200万円未満)
 　200～400万円未満 -0.80 ** (0.36)
　 400～600万円未満 -0.59 * (0.33)
　 600～800万円未満 -0.26 (0.32)
　 800～1000万円未満 -0.17 (0.33)
　 1000～1200万円未満 0.49 (0.34)
　 1200～1500万円未満 -0.02 (0.36)
　 1500～2000万円未満 0.26 (0.40)
　2000万円以上 0.29 (0.38)
　答えたくない -0.66 * (0.34)
世帯主年齢(歳) -0.03 *** (0.01)
回答者年齢(歳) -0.03 *** (0.01)
回答者性別・男性ダミー 0.45 *** (0.09)
定数項 -2.03 *** (0.58)
サンプル数 4663
対数尤度 -1897.2
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3.4.3. 傾向スコアによる各群の共変量の調整結果 
「強く無視できる割当」条件が成立しているかどうかを判別する方法の一つとして、推定した傾向スコ

アによって調整した共変量の分布を比較することで、対照群と処置群が比較可能になっていることを確認

することが推奨されている（星野 2009）。 
共変量の調整結果を示した表6では、各共変量について、調整前後における対照群・処置群の平均値と差

の有意性を示してある。調整前には処置群の防災・停電対策への関心の指数は平均4.2と、対照群の3.8より

有意に大きい。一方、調整後には対照群・処置群の指数はともに平均3.9であり、有意な差は見られない。

その他の変数についても、調整後には各共変量に群間で有意な差は認められない。この結果、傾向スコア

による調整後に各共変量のバイアスは取り除かれており、対照群と処置群が比較可能となっていることが

確認できる。 

3.5. アンケートデータの詳細分析結果 

3.5.1. 在宅避難への不安の引越前後の変化 
推定された傾向スコアによりバイアスを調整した上で、処置群（ZEH該当者）と対照群（ZEH非該当者）

の間で結果変数を比較する。在宅避難への不安の引越前後の変化を結果変数とした図5における調整後の

数値を見ると、対照群の4.1に対し、処置群の方が4.2と有意に大きい。すなわち、長期停電時の在宅避難に

対する安心感の引越後の高まりは、ZEH該当者の方が大きいことがうかがえる。調整前にも同様の傾向は

見られていたが、他の要因の影響を除いた後でも、ZEHの効果が見られることが統計的に明らかになった。 

3.5.2. 停電時の不便さ 
同様に、処置群（ZEH該当者）と対照群（ZEH非該当者）の間で停電時の不便さを比較する（図6）。調

整後の数値を見ると、対照群の3.8に対し、処置群の方が3.6と有意に小さい。すなわち、ZEHに住むことで

実際に停電時の不便さが軽減されている。調整前には対照群と処置群の間に有意な差は見られなかったの

が、他の要因の影響を除いた結果、有意に軽減されていることが統計的に明らかになった。 

3.5.3. 停電時の家電使用 
停電時の不便さの詳細を把握するために、処置群（ZEH該当者）と対照群（ZEH非該当者）の間で停電

時の家電機器使用状況を比較する。冷蔵庫の使用率を示した図7を見ると、対照群の14%に対し、処置群の

方が24%と有意に高い。調整前にも同様の傾向は見られていたが、他の要因の影響を除いた後でもZEHの

効果が見られることが統計的に明らかになった。 
図8は調査したすべての家電機器について、停電時の使用率を対照群と処置群で比較している。いずれの

機器についても対照群に比べて処置群の使用率の方が有意に高いことがわかる。例えば、照明の使用率は

対照群の13%に対し、処置群の方が24%と有意に高い。 
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表6 傾向スコアで調整した各群の共変量の平均 

 
注：ダミー変数は、該当者の比率（%）を記載する。***1%、**5%、*10%有意。 
 

対照群 処置群 対照群 処置群

防災・停電対策への関心 3.8 4.2 *** 3.9 3.9
　（1：まったく関心がない～5：非常に関心がある）
日頃の防災・停電対策ダミー
　防災グッズを常備 44% 61% *** 48% 49%
　飲料水や生活用水を備蓄 51% 66% *** 54% 56%
家や設備の点検・メンテナンス 3.3 3.9 *** 3.4 3.4
　（1：まったくしていない～5：非常にしている）
停電期間ダミー(基準：最大で2日以上)
　最大で丸1日 9% 15% *** 10% 10%
　最大で半日～1日未満 12% 14% ** 12% 12%
　最大で1時間～半日未満 22% 16% *** 21% 21%
　 1時間未満 46% 25% *** 42% 44%
世帯主の最終学歴ダミー(基準：中学校卒)
　高校卒 25% 12% *** 22% 22%
　専門学校・各種学校卒 14% 8% *** 13% 14%
　短大卒 7% 5% ** 7% 6%
　高等専門学校卒 4% 4% 4% 4%
　大学卒（文系） 28% 40% *** 30% 30%
　大学卒（理系） 14% 21% *** 15% 15%
　大学院卒（文系） 2% 2% 2% 2%
　大学院卒（理系） 5% 7% *** 5% 5%
　その他 0% 0% 0% 0%
同居人数(人) 3.5 3.6 ** 3.5 3.5
世帯年収ダミー(基準：200万円未満)
 　200～400万円未満 10% 5% *** 9% 9%

　 400～600万円未満 24% 17% *** 23% 23%
　 600～800万円未満 22% 23% 23% 25%
　 800～1000万円未満 13% 17% *** 14% 14%
　 1000～1200万円未満 5% 14% *** 7% 7%
　 1200～1500万円未満 3% 6% *** 4% 4%
　 1500～2000万円未満 2% 4% *** 2% 2%
　2000万円以上 2% 6% *** 2% 2%
　答えたくない 16% 7% *** 15% 13%
世帯主年齢(歳) 42.0 37.6 *** 41.2 41.2
回答者年齢(歳) 39.9 36.4 *** 39.3 39.4
回答者性別・男性ダミー 43% 56% *** 46% 46%

調整前 調整後
共変量
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注：在宅避難への不安が引越前後で変化したかを尋ねた5件法の選択肢から、1：「前の家のほうが非常 
に安心して在宅避難できる」～5：「今の家のほうが非常に安心して在宅避難できる」とし、指数化。 

図5 在宅避難への不安の引越前後の変化：傾向スコアによる調整後 

 

 
注：今の自宅で停電を経験した際の不便さを尋ねた5件法の選択肢から、1： 
「まったく不便を感じなかった」～5：「非常に不便を感じた」とし、指数化。 

図6 停電時の不便さ：傾向スコアによる調整後 

 

 
注：今の自宅で停電を経験した際に冷蔵庫を使用できた人の比率。 

図7 停電時の家電機器使用（冷蔵庫を例として）：傾向スコアによる調整後 
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注：差はすべて5%以下の有意水準 

図8 停電時における家電機器の使用率：傾向スコアによる調整後 

 

4. 考察 

本稿では、ZEHやその要素であるPV・蓄電池等の機器が停電時のレジリエンスを高めるかどうかを明ら

かにするために、過去の停電を経験した世帯に対するインタビュー調査やアンケート調査を行い、その因

果効果を傾向スコア調整法を用いて評価した。災害は因果効果を推定するために実験的アプローチができ

ない対象であり、観察型研究が適している。また、ZEHの居住者の所得が高い傾向にあるなど、比較対象
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の群間にバイアスがある点で傾向スコアを用いることが適している。 
以下ではインタビュー調査やアンケートデータの分析から明らかになった点を整理し、考察を加える。 

4.1. 停電時の困りごと 
インタビューからは、停電時の困りごと・不安として、室温を調整したい、食事をしたい、情報が欲し

いといったニーズがあった。これらは先行研究の結果とも概ね整合しており、災害時のニーズとして一般

的なものと捉えることができる。 

4.2. ZEHやその要素であるPV・蓄電池等のレジリエンス便益 
インタビューからは、停電時に電気を使えることの便益として、「PVの自立運転機能で冷蔵庫が使えた」

「停電への備えを一つの動機としてPVを導入し、安心感につながった」「PVと蓄電池を導入し、停電時に

自動的に電気が使えるように設定をしていたため、テレビと冷蔵庫が使えた」等の声があった。 
アンケートからは、在宅避難への不安を引越前後で比較した場合、いまの家のほうが安心して在宅避難

できるという評価がPV、家庭用蓄電池、家庭用燃料電池、EV・PHEV、VtoH機器の保有者や、ZEH、オー

ル電化住宅の該当者で高かった。このうち、ZEH該当者においては傾向スコアによる調整後も有意に評価

が高いことが確認されており、在宅避難への安心につながっていることが統計的にも明らかになった。 
また、停電時に不便を感じている人の比率は、PV、家庭用蓄電池保有者の方が非保有者に比べて抑えら

れる傾向が見られた。さらに、傾向スコアによる調整を行うと、ZEH該当者が感じる不便さが非該当者に

比べて有意に改善されることが統計的に明らかとなった。これは、アンケートを単純に比較しただけでは

明確な傾向が見られなかった点である。 
停電時の不便さを詳細に見るため停電時の冷蔵庫の使用率を集計すると、PV、家庭用蓄電池、家庭用燃

料電池、EV・PHEV、VtoH機器の保有者の使用率は高かった。また、傾向スコアによる調整後もZEH該当

者の使用率は非該当者より高かった。このことから、エネルギー供給のための機器保有や住宅性能により

不便さ軽減につながる可能性がうかがえた。 
一方で、停電時にはPV保有者や家庭用蓄電池保有者でも冷蔵庫を十分に使えなかった場合もあることに

は留意が必要である。その背景には、機器を保有していても実際に効果が発揮されるためにバリアがある

こともうかがえる。例えば本稿のインタビューでは、「夜だったのでPVが発電していなかった」「PVは保有

しているが、認識不足で自立運転機能を十分に活用できなかった時があった」「自立運転用コンセントが2
階なので使いにくかった」などの声があった。中野・小谷（2022）はPVなどのエネルギー設備を停電時に

利用するには、保有しているエネルギー設備を実際に利用する段階（保有→利用）、エネルギー設備を利用

した場合に、それが十分に家電使用につながるという段階（利用→効果）の2段階でバリアがあることを指

摘している。朝野他（2012）も東日本大震災でPVの電気を使えなかった人が多かった理由として、天候が

悪かったこと以外に自立運転を知らなかった人が多かったことなどを明らかにしている。例えば蓄電池に

ついても、製品によっては自立運転モードに手動で切り替える必要があり、その方法を知らなければ停電

時に電気が利用できないこともある。近年では自立運転モードへの自動切り替えが行えるものもあり（例

えば本稿のインタビュー対象者[4]）、こうした機能向上がバリアを解消していくことが期待される。 

4.3. 今後の住宅のレジリエンス強化 
アンケート調査からはZEHの採用、あるいはその要素であるPVや蓄電池の導入により停電時のレジリエ

ンスを高めることが示された。自然災害による大規模な停電などが発生してきている中、他の防災対策と

合わせ、これら設備や住宅の普及もレジリエンス強化の一助となる。ZEHは正味のエネルギー使用量がゼ

ロであることなどから脱炭素化にも寄与し、蓄電池も組み合わせればPVの電気を日頃から有効に活用でき

る。レジリエンスの高い住宅が、脱炭素や日頃のランニングコスト節約にも貢献する形で普及することは

望ましい。 
一方、インタビューでは、「蓄電池への関心はあるものの、高価格で性能も発展途上という認識で購入に

は至らない」「普段の節電にも寄与すれば蓄電池の購入意向が高まる」などの声が聞かれた。現在のように

設備の初期費用が高い状況では、災害時のための備えという目的だけでは十分な購入動機にならないこと
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がうかがえる。そのため、本稿で検討したレジリエンス便益だけでなく、ランニングコスト節約を含めた

多面的な便益を伝えることが普及に必要である。多面的便益の水準の向上8)やその評価に加え、便益を効果

的に訴求するための情報提供手法について、今後検討する必要がある。 
本稿の分析対象に限らず、技術の採用などとその効果の関係を知ろうとする場合には、バイアスのある

データを扱うことも多い。そのため、関連する知見を蓄積していくことは正しい効果の把握に寄与してい

くと期待され、今後も継続的に研究に取組む必要がある。 
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